
― 91 ―

〈論　文〉

顧客エンゲージメントの理論的貢献に関する考察1）

―価値共創の視点から―

庄　司　真　人

要　　約

　ソーシャルメディアの出現によって，従来の企業と顧客との関係に大きな変化が現れてきている。
情報が企業から顧客に提供されるだけでなく，顧客から企業あるいは顧客間といったことが容易に行
われるようになることで，顧客からの情報発信が無視できなくなってきた。さらに商品を消費だけの
存在として捉える従来の顧客像は，特にソーシャルメディアの発展によって転換が求められてきてい
る。自らが発言し，体験を共有することを行う顧客は，価値共創のパートナーとして捉えるべきもの
となる。本稿では，これらの問題意識を踏まえ，消費者行動論，S-D ロジック，そして顧客満足・ロ
イヤルティ研究を検討することによって，顧客エンゲージメント研究の意義を考察する。さらに，既
存研究の問題点を提示することで今後の方向性について示す。
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Ⅰ．はじめに

　マーケティング研究は情報コミュニケーション技術（ICT）の大幅な発達による売り手と買い手
の行動様式の変化とその結びつきの強化によって，枠組みの見直しが行われている。これまでは商
品およびサービス財を提供する流れが企業から顧客へと一方向なものとして捉えられ，提供される
情報も企業から顧客へと伝わるものが大半であった。つまり，企業側から何らかの情報が提供さ
れ，それを含めた内的・外的な情報源から顧客が購買の意思決定をするというモデルを前提にして
いた（井上 2012）。このような企業と顧客の関係は，企業側からの発信を前提とすることになる

（栗木 2003）。
　しかしながら，ソーシャルメディアの発展によって顧客からの情報発信を無視できない状況に
なってきている。Kotler らはこのような状況を説明するためにマーケティング 3.0 もしくはマーケ
ティング 4.0 という視点を提示し，今後のマーケティングの方向性について転換の必要性があると
述べている（Kotler et al. 2010；Kotler et al. 2017）。
　さらに経済の低成長が進む中で，市場が成熟化していることもマーケティングの転換に影響を与
えている。市場の成熟化によって有形財や無形財の品質の差が小さくなるコモディティ化が起こっ
ている。このような状況の中で，企業の提供物の価値をどのように向上させるのかが議論されてき
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た。マーケティングにおいては，製品の価値を高めるためのブランドやネットワークに関する議論
がそうであるし，また，戦略論においては，ビジネスモデル論，ビジネスネットワーク論，近年で
はビジネス・エコシステム論である（Adner 2012； 井上 2010； 庄司 2015）。
　これらの議論の中で，価値共創に関する議論も進展している。マーケティングのサービス・ドミ
ナント・ロジック（以下，S-D ロジック）は，より広範囲な価値の共創を捉えるものである（Lusch 
and Vargo 2014；Vargo and Lusch 2004；井上・村松 2010；庄司 2011，2014；田口 2017）。これ
は，マーケティング現象のより幅広い範囲を対象とするために交換の範囲を広げる試みがなされて
いる（庄司 2017）。
　既存の価値共創のアプローチの多くは，企業側の視点に立脚したものである。企業にとっての価
値を生みだすためのプロセスとして価値共創の視点が強調されてきているが消費者の視点がほとん
ど検討されておらず，顧客がどのように価値共創プロセスに参画するのかについては研究の端緒に
ついたばかりである。
　そこで，本稿は，近年，マーケティングの分野において注目されている顧客によるエンゲージメ
ントに注目し，価値共創に影響を与える要因として顧客からの能動的な行動のインパクトについて
その概念の理論的系譜とその妥当性を検討するものである。次節からは，顧客エンゲージメントに
関する研究についてレビューを行う。ここでは，既存のマーケティング理論との接点を考慮するこ
とになる。消費者行動論や顧客戦略に関わる顧客満足，顧客ロイヤルティに加えて，明示的に，お
よび暗黙的に影響を受けている S-D ロジックについて考察を行う。これらとの対比の中で，顧客
エンゲージメントの持つ性格を明らかにすることにより，従来のマーケティング諸理論で説明でき
なかったことにおいて顧客エンゲージメント論において追求すべき課題を明らかにするものであ
る。

Ⅱ．顧客エンゲージメント

1．顧客エンゲージメント研究の出発点

　顧客エンゲージメントに注目する研究の数が増えてきている。その影響は 2 つの要因で説明する
ことが出来る。一つは，アメリカのマーケティング科学研究所（Marketing Science Institute，以
下 MSI）による働きかけである。MSI が 2010 年に提示した優先的に研究すべき課題として顧客エ
ンゲージメントをあげることによって，この研究分野に注目が集まったことである。MSI は，マー
ケティング分野に関する非営利の研究機関であり，マーケティング分野での数多くの研究において
指導的な役割を担ってきている。この研究所は包括的なマーケティング研究を推進している組織で
あり（徳永他 1989），マーケットシェアと ROI の関係について解明した PIMS（Profit Impact on 
Market Strategy 市場戦略の利益に与える効果）は，1970 年代に発展されたものであるが（Buzzell 
et al. 1975），多くの企業のマーケティング戦略をリードするものとして知られるようになる。
　さらに 1990 年代以降，マーケティング分野において中心的な研究となる市場志向もこの研究所
が発行するワーキングペーパーによって議論が進められてきた。我が国でも 1990 年代での概念的
研究（庄司 1999，2000）に加えて市場志向のフレームワークや尺度を利用して，日本企業のマー
ケティング活動を解明しようとする動きが見られるように（伊藤 2009；山下他 2012；首藤 2009；
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水越 2006；大薮 2009），研究課題として重要な位置づけにある。これらの研究が MSI の影響を受
けているように，マーケティング研究を主導してきた機関として捉えられる。
　MSI では，2 年ごとに研究課題を提示している。2010 年から 2012 年の研究課題の中において，

「顧客経験と行動を理解する」という中に顧客エンゲージメントが含められている。この課題提示
を示されている文は，その後の研究の方向性を示しているので，やや長めの文章であるが引用して
おく。
　
　�　我々は，顧客エンゲージメントを，口コミ活動，推奨，顧客と顧客とのインタラクション，ブ

ログ作成，レビュー記入といった動機づけの要因となる購入の範囲を超えて企業やブランドに向
けられる顧客の行動とみなす。多くの企業は，顧客関係を構築，構築，向上させ，（最終的に）
業績を向上させるルートとして顧客エンゲージメントを認識する。ここには多くの研究課題があ
るが，これに限定されるものではない。企業はエンゲージメントに対する顧客の好みをどのよう
に測定し評価するべきか？　企業はどのような条件の下で顧客ロイヤルティプログラムを使用し
てロイヤリティを構築できるのか？　企業が顧客エンゲージメントプログラムの経済的価値をど
のように評価することができるのか？　製品特性，チャネル特性，リレーショナルな特性，およ
び市場の特性は，顧客と顧客とのインタラクションが顧客の購買行動に与える影響をどのように
緩和するのか？（Marketing Science Institute 2010，p. 4）

　
　「顧客経験と行動を理解する」という研究課題には本論文の対象となるエンゲージメント以外に
もセグメンテーションやオークションといった項目が含められている。さらに，この「顧客経験と
行動を理解する」という研究課題以外にも「利益ある成長を遂げるための市場情報の活用」や「顧
客に焦点を当てた組織のためのマーケティング能力の開発」，「イノベーションの機会の明確化と実
現化」といった研究課題が提示されている。
　MSI の研究課題は，2 年ごとに見直されるが，研究が進展しているものについてはその方向性を
さらに指し示すことがある。2014-2016 年の研究課題では，優先順位の高い研究課題として「顧客
と顧客経験の理解」をあげ，その中で，エンゲージメントの概念化や測定可能性およびソーシャル
メディアとエンゲージメントとの関係という詳細な課題を提示している（Marketing Science 
Institute 2014）。
　つまり，これらの課題から明らかなのは，顧客エンゲージメントを研究する動機として，ソー
シャルメディアの台頭による消費者・顧客側からの能動的な行動に関する分析枠組みが必要とされ
たことである。さらには従来の顧客満足や顧客ロイヤルティとの関係で述べられてきた口コミ行動
や推奨といった問題と関連させることによって，ターゲットとしてマーケティング活動の目的であ
り，マーケティング活動からは離れた存在であった顧客を，マーケティング活動の中に取り込もう
としているのである（庄司 2011）。
　このような現象としてのソーシャルメディアの台頭と研究課題として提示されることによって，
顧客エンゲージメント研究が注目を集めた。アメリカ・マーケティング協会（American 
Marketing Association，以下 AMA）の研究大会の他，多くの研究報告会で顧客エンゲージメン
トが発表される。2014 年春にフロリダで行われた AMA のエデュケーターカンファレンスでは，
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「エンゲージする顧客」が大会テーマとなった。この大会テーマでは，消費者による情報の発信と
ソーシャルメディア，そしてそれとのインタラクティブな関係が強調された。AMA のサービス分
野研究部会である SERVSIG においても，2016 年の国際大会において，顧客エンゲージメント研
究に関するセッションを設けられた。また，S-D ロジックとサービス・サイエンス大会における
研究大会である Naples Forum on Service では，顧客エンゲージメントをテーマとする研究も増え
てきている。研究トラックとしても認識されるようになり，上記にあげた以外でも顧客エンゲージ
メントをテーマとする研究に関心が高まってくる。
　このような研究大会での研究報告数の多さは，そのまま論文数に連動することになる。Brodie
によれば，その数は数年で大幅に増加し，多くの学会やジャーナルにおける特集号として顧客エン
ゲージメントに注目する動きが加速することになる（Brodie et al. 2011 a）。Journal of Service 
Research 2011 の特集号を始めとして多くの論文が，各種ジャーナルの特集号や通常号に掲載され
るとともに，顧客エンゲージメントに関する書籍も出版されるなど，その数は増加してきている。
　顧客エンゲージメントを探求するためには，他の領域との関連性について検討することで，その
本質を明らかにすることが出来よう。そこで，ここでは，消費者行動論，顧客満足，顧客ロイヤル
ティ，S-D ロジックなどとの関連を検討する。

2．顧客エンゲージメント研究の源泉

⑴　消費者行動論
　消費者行動に対する研究は，近代的な商業経済が形成されるようになってから注目されるように
なる。具体的には，消費者行動の研究は，広告への反応や百貨店における購買といったことからス
タートすることになる。19 世紀後半のアメリカやヨーロッパにおいて工業の発展とともに商業も
発展することになるが，このような経済が発展していく中で，組織的な活動が図られることにな
る。
　大量生産された製品をどのように展開していくのかということを，心理学からアプローチしたの
が Scott である（Scott 1903）。Scott は，心理学をベースとした諸概念，たとえば知覚や信念など
を用いることで広告の有効性を明らかにしようとしていた（Bartels 1965）。彼のアプローチは広
告を対象とはしているが，消費者心理に注目しているものであり，消費者の行動を解明しようとし
たところに特徴がある。このような消費者がどのように与えられた広告を感じるのか，あるいは小
売組織としての百貨店においてどのような商品を選択するのかということが検討されてきた。
　消費者行動論に関する本格的な研究が進むようになるのは，1960 年代から 1970 年代にかけてと
言われている。既存の消費者行動は，消費者の購買の時点での行動が前提となっている。これは消
費者行動の研究の歴史を見ると明確になる（井上 2012）。第二次世界大戦後に米国において，消費
者行動論が形成されるようになる。Dichter はモチベーションリサーチの研究者として知られ，精
神分析のフロイトの考え方に基づいた購買の分析を行うことで，購買動機を深層心理の視点から明
らかにしようとした（Dichter 1960）。モチベーションリサーチそのものは，その科学性や妥当性
において疑問が呈されることになるが，消費者の購買動機を探るための研究は続けられることにな
る。
　1960 年代以降は，消費者の購買行動プロセスの全体像を把握するための，統合的アプローチが
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取られる（Engel et al. 1968；Howard and Sheth 1969；Nicosia 1966；井上 2012）。このアプロー
チの特徴は，購買行動だけではなく，購買行動の前後に行われる意思決定プロセスを強調している
ことにある。
　さらに消費者行動論研究では，多くの研究課題が設定されることになる。関与はその中でも消費
者行動プロセスに影響を与える概念として提示されることになる（青木 1989）。消費者の関与の水
準によって，消費者の情報処理が異なることが指摘されるようになり，高関与であれば，積極的に
情報を収集し，理解する一方で，低関与の場合は価格への感度が高くなる（小野 1999）。
　このような消費者行動論のメインストリームは，取引を対象としていた。したがって，購買の行
動だけを対象としていたのである（井上 2012）。つまり，従来の消費者行動論の対象となっていた
のは，消費者の行動のうちの一部のみを対象としてしまったのであり，本来解明すべき行動の大半
を検討して来なかったといえる（井上 2012；青木 2014；田中 2008）。
　購買の視点のみが強調されてきた研究が，消費者による意味の付与であったり，ブランドの積極
的な作り手としての役割であったりが注目されるようになる（青木 2014）。企業が提示する「価値
があると思われる」何かを購入するだけの存在ではなくなってくることになる（Solomon 2013）。

⑵　S-Dロジック
　Vargo と Lusch によって報告された論文において（Vargo and Lusch 2004），マーケティングの
ロジックがサービスを中心に移行していることを明らかにして以来，マーケティングの研究対象を
取引の対象となるグッズではなく，サービスとする S-D ロジック研究が盛んに行われるようになっ
た。
　この研究は，他のマーケティングの諸概念とは異なり，学会やフォーラムおよびジャーナルに
よって複数の研究者を巻き込みながら発展し，進化している。米国のマーケティング研究者だけで
はなく，欧州やオセアニアの研究グループも巻き込みながら発展している。
　顧客エンゲージメントの発展を S-D ロジックから述べているのが，オークランド大学の Brodie
である（Brodie et al. 2011 a）。Brodie らは，顧客エンゲージメントに 4 つの基本的前提が影響を
与えていると議論する。彼らが注目するのは 4 つの基本的前提である。
　基本的な前提とは，サービスを中心としたマーケティングの論理を進めるうえで，本質となるス
テートメントである。2004 年には 8 であったものが 2016 年までに 11 まで内容をアップデートし
ながら，より詳細になってきている。特にアクターとアクターの関係をより明確にするためのズー
ミングアウトという視点が強調されるようになっているため，マクロ志向的になっているといえ
る。2004 年の基本的前提では，企業や競争優位といった企業のマーケティングを示唆する用語が
含まれていたが，2016 年にはそれらの用語は避けられていることになっているように，交換関係
をズーミングアウトすることによって，多くの関係者が存在するエコシステムの視点からこれらの
議論が遂行されてきているのである（Akaka et al. 2013；Wieland et al. 2016；庄司 2015）。
　ここで用いられているサービス概念は，伝統的なビジネスの世界で用いられていた無形財として
のサービスを意味するものではない。Lusch and Vargo は，サービスを「あるアクターが他のア
クター（受益者）のために何かを行うプロセス」（Lusch and Vargo 2014, p. 14）として捉えてい
るように，誰かのために何かをすることを意味する。本来のサービスが奉仕する，人の役に立つと
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いった意味があるように，企業活動が他者に対する価値の持つ何かを提供していくことが必要であ
り，それと同時に顧客となるアクターも何らかのサービスを提供しているというサービスとサービ
スの交換（Vargo and Lusch 2011；Vargo and Lusch 2008 b）が分析の基本単位となることにな
る。そのため，ここでのサービスは，企業が提供するものすべてを指し示すものであり，単一の市
場で交換される有償な無形財ではないということを理解しておく必要がある。
　Brodie らは，顧客エンゲージメントに貢献をもたらす基本的前提として，FP6，FP8，FP9，そ
して FP10 をあげる。すなわち，FP6「顧客が価値の共創者である」，FP8「サービス中心的な視点
は，元来，顧客志向で関係的である」，FP9「全ての社会的，経済的アクターは，資源統合者であ
る」，FP10「価値は受益者によって元来，独特に，現象学的に決定される」である（Vargo and 
Lusch 2008; Brodie et al. 2011 a）。図表 1 のように，S-D ロジックの理論的な進展が顧客エンゲー
ジメント研究の推進に貢献していることになる。

図表 1　顧客エンゲージメントとSDLとの関係

出所：Brodie et al 2011 をもとに筆者作成

⑶　顧客満足・顧客ロイヤルティ研究
　1990 年代以降に顧客満足に関する研究が増えてきた（Anderson et al. 1994；嶋口 1994）。企業
にとってマーケティング活動の対象となる顧客への価値提供を充実させ，顧客の満足度を向上させ
ることによって企業の成果を高めようとする動きがみられたことによる。この点について筆者はす
でに議論をしているが（庄司 2008，2009），ここで簡単に確認しておきたい。
　顧客満足が企業活動において重視される点は，2 点に集約することができよう。第一は，マーケ
ティングの理念に関わることである。かつて Drucker が事業の目的を満足した顧客の創造にある
と指摘したように（Drucker 1954），マーケティング活動の目的として顧客満足の向上を高めるこ
とにある。この視点で強調されたのが，マーケティング・コンセプトであり，市場志向となる。特
にマーケティング・コンセプトは，多角化した事業において顧客志向を推進する理念として提示さ
れたものであり（井上 2001；徳永他 1990），顧客を中心としたマーケティング活動における中心的
な推進要因となった。1990 年代以降に研究が盛んになる市場志向は，その実現のためのモデル化
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が促されたものであり，顧客を中心とする視点がここでも強調される（Kohli and Jaworski 1990；
Narver and Slater 1990；庄司 2003）。
　第二は，経済の成熟化である（Lovelock and Wirtz 2007；近藤 2012）。無形財の割合が増えると
されるいわゆるサービス経済にシフトするようになると，長期的な顧客との関係構築が重視される
ことになる（Palmatier et al. 2006；Palmer et al. 2005；南 2006）。経済が停滞する中で，新規の顧
客を開拓すること以上に既存の顧客を満足させることに注力するほうが，高い成果が期待できると
いうことから，繰り返しの購買や関連購買を意識したマーケティング活動として顧客満足を高める
ことが行われてきた。
　このような中で，サービス・プロフィット・チェーンと呼ばれる顧客満足度と顧客ロイヤルティ
そして，企業成果との関連を説明する概念がでてくる。ハーバード大学でサービスマネジメントを
教える Heskett は共著者とともにサービス・プロフィット・チェーンの概念を提示し，顧客満足と
収益との関係を示した（Heskett et al. 1994）。Anderson らは，この視点をさらに強化し，顧客満
足と顧客維持が連動することによって，企業の成果が高まると指摘した（Anderson and Mittal 
2000）。満足した顧客によって顧客が維持されるという構造は，現代的なマーケティングにおける
基本的な理解となっているであろう。
　しかしながら，顧客満足度研究は一つの限界を抱えることになる（庄司 2008）。それは，高い顧
客満足が必ずしも高い成果とならないということになる。ここで，Reichheld は，推奨という概念
を提示する（Reichheld 1996）。つまり，高い満足度から他への推奨という行為によってはじめて，
満足度の高さが意味を持つことになるということを示している。したがって，顧客満足に関連する
諸概念として，ロイヤルティや再購買，推奨といった顧客の行動に関わる課題が学問的に残ってい
たことになる。

Ⅲ．顧客エンゲージメントの枠組み

1．取引の範囲と顧客エンゲージメント

　マーケティングに限らずどの分野の研究においても見られるように，一つの研究アプローチにつ
いては，多様な視点から検討されることにより，厳密に一つのモデルで展開されると言うことは少
ない。
　先述したように，顧客エンゲージメント研究は，2011 年以降に盛んになってくるが，初期の研
究である Brodie らによる文献調査において，エンゲージメント研究は，2007 年以降，3 分の 2 は
企業と顧客の関係である B2 C を対象としており，3 分の 1 は企業間関係（B2 B）を対象としてい
ると指摘する（Brodie et al. 2011 a）。B2 B の場合，エンゲージメントという場合，プロセスや共
創，ソリューション開発，効用化，インタラクション，サービス交換のマーケティングをベースに
した形態である。B2 C となっている場合，顧客・ブランド経験，エモーション，創造性，コラボ
レーション，学習そしてコミュニティのインタラクションのことを指す。
　Pansari と Kumar は，顧客エンゲージメントを進化形として捉える（Pansari and Kumar 
2017）。従来の取引の関係よりも二者関係のリレーションシップそして，そこからエンゲージメン
トへと発展・進化されるべきものとして考察を加えている。エンゲージされた顧客による行動は，



― 98 ―

企業のマーケティング活動にとって重要な貢献を果たすものとして図表のような階層としてとらえ
ることになる。顧客管理の目的が単なる購買に限定されるべきではないとするのが，これらの主張
の背後にあるものとして捉えることが出来る。
　Pansari と Kumar は顧客エンゲージメントの構成要素として，顧客関与，顧客経験，顧客満足，
顧客ロイヤルティ，顧客信頼，顧客コミットメント，そして顧客ブランド価値をあげる（Pansari 
and Kumar 2017）。これらの諸概念は，先述した顧客との取引関係およびリレーションシップにお
いて用いられてきたものであり，顧客エンゲージメントの性質を浮かび上がらせようとしているこ
とがわかる。
　もう一つは価値創造の範囲について検討されることになる。顧客エンゲージメントは，顧客の価
値創造性に注目していると言える。このため，顧客エンゲージメントの理論的なベースとして S-D
ロジックが用いられることが多い。この相違について，Vivek らは次の図表 2 を用いて説明してい
る（Vivek et al. 2012）。Vivek は，研究の焦点，価値の基礎，インタラクション，結果の視点での
相違を指摘する。顧客エンゲージメントは，企業と顧客という二者関係よりも広い範囲を対象とす
ることと，企業と顧客による価値共創に注目することになる。この視点はまさに S-D ロジックに
よって展開されているといって良い。
　そのため，顧客エンゲージメントは，その背景として取引を超えた視点を強調していることがあ
げられる（Jaakkola and Alexander 2014）。これは，グッズの交換ではなく，サービスの交換を分
析対象とすることによる市場メカニズムの解明を果たそうとする S-D ロジックの理論的なベース
をもとに，顧客側の視点を基にしているといって良い。
　

　図表 2　顧客エンゲージメントの視点

リレーションシップマーケ
ティングの現在の研究強調

顧客エンゲージメント

焦点
顧客と組織のリレーション
シップ，顧客の維持

顧客と見込み顧客とコミュニティ，加えて組織のネットワークに
よる価値コンフィギュレーション：消費者の獲得と保持

価値の基礎
交換・商品とサービシィー
ズ

既存のもしくは潜在的な顧客使用や経験あるいは共創のプロセ
ス，現象学

インタラク
ション

組織によって駆動 既存顧客，潜在顧客，見込み顧客，同様に組織や他によって駆動

結果 交換中心的 経験中心的（交換価値の決定は経験に基づくので暫定的

出所：�Vivek, Shiri D, Sharon E Beatty, and Robert M Morgan （2012）, “Customer engagement: Exploring customer 
relationships beyond purchase,” Journal of Marketing Theory and Practice, 20 （2）, 129

　ただし，この視点は，「グッズ」を購入し，使用するという G-D ロジックの考え方を引き継ぐこ
とになる。グッズをどのように購入するのかということと，グッズをどのように購入するのかとい
う視点に移行したとしても，議論の焦点がグッズのままである。グッズに焦点を合わせることは

「グッズの価値」が結果的に議論されることになる。
　Vargo と Lusch は，一連の S-D ロジックの議論の中で価値の共創という概念を示している。そ
して，消費者による製品プロセスへの参画を共同生産と考える（Vargo and Lusch 2008 a）。これ
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は共同生産が「グッズ」の創造に焦点を当てているのに対して，価値共創は，顧客が資源を統合す
ることによる価値の創造を意味しているのである。
　そこで，消費者の視点を購買の範囲を超えるために複数の概念的な深化が求められることにな
る。つまり，伝統的な取引の範囲を超えた視点での理論的枠組みが必要となる。

2.　顧客エンゲージメント研究の有用性と問題点

　これまで顧客エンゲージメントに関わる先行研究として，S-D ロジック，顧客満足，ロイヤル
ティ，および消費者行動論について検討してきた。近年議論されている顧客エンゲージメントは，
顧客からの能動的な行動を示す概念として提示され，さらに近年の ICT の発展によってそれが促
進されているものであると指摘できる。つまり，これまで忠単に価値を受け取るだけの存在とし
て，いわゆる単なる「お客さん」でしかなかった顧客の価値創造についてどのように捉えていくの
かが大きな研究上の課題として認識されてきたことにある。関係者との多様なリレーションシップ
を研究課題として提示する北欧の研究者である Gummesson は，Many to Many マーケティングと
いう概念を提示し，ネットワークの関係の中での 30 のリレーションシップに注目する必要性を述
べるとともに（Gummesson 2006；Gummesson 2008 b），均衡中心主義を主張し，極端な顧客中心
主義については批判的である（Gummesson 2008 a）。
　それゆえ，顧客の能動的な行動や心理状態を示す顧客エンゲージメントは，価値を破壊する顧客
ではなく，価値を共創する S-D ロジックの視点に基づいた，顧客像の転換を示すことになる。具
体的には，どのように資源を統合するのか，どのような資源を統合することによって，価値を創造
するのかが検討されることになる。そのため，企業によって価値が生みだされたものをただ単に消
費するのではなく，自らの目的のために価値を生みだすための資源を統合するアクターによるエン
ゲージメントとして捉えることになる（Li et al. 2017；Storbacka et al. 2016）。
　Li らは，ユナイテッド空港によるギタリストのデイブ・キャロルのギターを壊されたことへの
対応と，それをデイブが公表したことによる複数のアクターがどのように関わってきたのかを示し
ている（Li et al. 2017）。ここでは商品やサービス財の売買という交換だけでなく，どのようなア
クターが関わっていくのかを取り上げているように，多くのマーケティング現象においては，売買
に関わらないが，企業価値やブランド価値に影響を与えているものがある。この能動的な行動は，
インターネットおよびソーシャルメディアの発展によって顕著なものとなっているが，企業にとっ
てポジティブなものもあれば，ネガティブなものもある。
　多くの顧客エンゲージメントに関する論文で強調されているように，顧客エンゲージメントは取
引の範囲を超えた研究課題として設定されていることになる（Brodie et al. 2011 a；van Doorn et 
al. 2010）。これらの研究成果は，特に初期のもので盛んに議論されているが，これまでの議論で明
らかなように，既存の企業側の視点から研究の延長戦に顧客エンゲージメントを位置づけているも
のが多い（Jaakkola and Alexander 2014；Kaltcheva et al. 2014；Sashi 2012；Venkatesan 2017；
Verhoef et al. 2010；Vivek et al. 2012）。このような企業側の視点から顧客資源として捉えるアプ
ローチはミクロの視点から有益であると思われるが，一方で，単なるコンタクトの範囲を広げるだ
けでは，説明の範囲が限定されてしまうという問題を抱えたままとなる。
　そこで，顧客の観点に立った資源統合の観点からのエンゲージメントもしくはよりレベルの高い
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メゾやマクロの視点からエンゲージメントを検討する必要がある（Akaka and Vargo 2015；
Chandler and Vargo 2011）。顧客がなぜエンゲージメントするのかについての先行研究は見られ
るが（Kumar et al. 2010），顧客の行動の原因を価値実現の中で説明しているものがほとんど無い。
経済的な合理性だけでなく，より生活の水準を高めるという動機の中で，多くの顧客が行動してい
ると考えることも出来よう。
　顧客にとって，自らの価値実現を容易にするためにエンゲージメントのプラットフォームを利用
することが，他のエンゲージメント行動に関わってくると思われる。SNS やインターネットを通
じた行動は，企業側を前提としたものではないことが多い。直接的な不平や不満を除き，自らが体
験したことを他のアクターへと発信することを主たる目的とする。価値の共創は，自らの体験を友
人や知人と共有することで達成されることになるのであって，そこでは企業との共有を前提としな
くなる。
　さらに，顧客エンゲージメントによる理論的な進展のためにより広範囲なフレームワークから検
討する必要がある。この点で顧客がエンゲージメントすることによって共有しようとする対象との
関係が重要となる（Storbacka et al. 2016）。企業と顧客の間のインタラクションだけでなく，顧客
と他の企業とのインタラクションや顧客と顧客の関係が検討されることが必要となる。つまり，メ
ゾ（交換に 3 者以上が関わる関係，（Chandler and Vargo 2011））をどのように捉えるのかが顧客
エンゲージメント研究において重要になる。この点については，エンゲージメントのプラット
フォームそのものの構造を検討することが重要になる。SNS およびインターネットが，顧客間の
体験を共有することを容易にしているように，顧客による情報発信を促進するプラットフォームが
エンゲージメント行動を刺激することに関わってくるものと思われる。それゆえ，顧客エンゲージ
メントへのメゾもしくはマクロからのアプローチが必要となる。

Ⅳ．おわりに

　インターネットおよびソーシャルメディアの影響によって企業と顧客，顧客と顧客間での結びつ
きが加速する中で，顧客エンゲージメント研究が盛んに行われている。マーケティング研究では顧
客との関わり合いによって価値を生みだそうとする価値共創の議論が進展しており，これらの一連
の議論の中で，顧客がどのように企業やブランドに対してエンゲージメントするのか，その構造を
把握することが求められている。
　本稿は，顧客エンゲージメントの理論的な貢献の可能性を検討するために，顧客エンゲージメン
ト研究の系譜として，消費者行動論，S-D ロジック，顧客満足・ロイヤルティ研究の延長戦に顧
客エンゲージメントがあるとする中で，顧客エンゲージメントの特質について考察を加えてきた。
マーケティング研究の中では現象が先攻することによって，従来の研究との接点が失われることが
ある中で，顧客エンゲージメント研究は，ソーシャルメディアによるインタラクションの増加とい
う現象面での変化と，顧客に関わる研究の成果が結びついた形で検討されている。顧客エンゲージ
メント研究が，既存研究の貢献を前提にしつつ，これらを統合化するミッドレンジの理論（Brodie 
et al. 2011 b）として検討されていることは多くの研究成果から示すことが出来る。
　企業による顧客戦略は，一商品レベルに限定されずに，その関係を強調するように進展してき
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た。いわゆるリピーターと呼ばれる再購買の意図はその代表例であり，経済の成熟化に伴って新規
の顧客の獲得が難しくなってきているため，既存顧客を重視する企業のマーケティング戦略と連動
する中で，単なる一つの商品が売れたかどうかが重要ではなくなってきた。企業と顧客との強固な
関係が構築されるようになれば，再購買だけでなく関連する商品やサービス財の購入などが期待さ
れることになる。リレーションシップマーケティングや顧客関係管理（CRM）の議論では，顧客
との強固な関係をどのように構築していくのかを検討し，顧客ロイヤルティの重要性が強調される
ようになった。
　同様に，消費者行動論においては，購買の時点を強調してきたが，近年では使用の段階も含める
べきとして議論が進んでいる。消費者がどのように商品に関与するのかという議論とあわせて，顧
客からの能動的な行動の影響については繰り返し議論されてきたと言って良い。これらの観点から
消費者が単なる商品の買い手ではなく，価値の実現を果たす役割を担っているということが明らか
になる。
　このような中で，S-D ロジックは，一つの商品の使用にとどまらず，複数の商品やサービス財
を組み合わせて使用するという資源統合の観点へとシフトしている。顧客が価値を自らの主体的な
判断で創造するということは，マーケティング研究の範囲を取引に限定することの限界を示すこと
になる。
　本稿はこれらの問題を整理することと共に，顧客エンゲージメント研究の方向性について議論を
行った。特に既存の顧客エンゲージメント研究では，企業側の視点から検討されてきている。これ
は，既存研究を活用しながら議論してきていることの影響を受けている一方で，本質的な進歩を生
みだすためには，複数のアクター間でのエンゲージメントの影響をメゾレベルもしくはマクロレベ
ルで議論することが必要となる。顧客エンゲージメントの企業への影響と言うことだけでなく，他
の顧客への影響やそのための制度的枠組みについては，今後の詳細な検討が必要となる。

　
《注》

 1）	 本研究は科研費（16 K03942，17 H02576） の成果の一部である。
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